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中皮腫・肺がんの労災認定件数推移
（1995-2006：死亡数は年、認定件数は年度）
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業種別の肺がん・中皮腫認定件数

肺がん 中皮腫 計 肺がん 中皮腫 計 肺がん 中皮腫 計 肺がん 中皮腫 計
製造業 115 246 361 366 436 802 181 309 490 662 991 1653
建設業 88 213 301 361 486 847 72 205 277 521 904 1425
交通運輸業 0 4 4 5 6 11 0 1 1 5 11 16
貨物取扱業 6 10 16 24 20 44 4 16 20 34 46 80
卸売業、小売業 4 16 20 4 19 23 1 5 6 9 40 49
その他 6 14 20 30 39 69 14 33 47 50 86 136

合　　計 219 503 722 790 1006 1796 272 569 841 1281 2078 3359

2005年度
１）労災保険法

１）+２）2006年度 06/3/27-07/3/31
２）石綿救済法

　　　　　　　　　　12601260126012601260 円円円円円（（（（（税税税税税込込込込込みみみみみ）））））　　　　　朝朝朝朝朝日日日日日新新新新新聞聞聞聞聞社社社社社
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№ 人口
（2007年） 都道府県 1979-

2004(A) 順
2005-
2006(B) 順

1979-2006
合計(A+B) 順 合計

対人口 順
クボタ
ショック
後の割合
B/(A+B)

28 5,592,939 兵   庫 138 2 281 3 419 2 2.676 1 67.1%
33 1,954,344 岡   山 48 5 89 9 137 6 2.504 2 65.0%
42 1,466,512 長   崎 16 14 85 10 101 10 2.460 3 84.2%
34 2,875,488 広   島 45 6 128 5 173 5 2.149 4 74.0%
37 1,009,328 香   川 19 12 38 16 57 17 2.017 5 66.7%
27 8,822,241 大   阪 82 4 340 1 422 1 1.708 6 80.6%
35 1,483,531 山   口 10 19 60 12 70 13 1.685 7 85.7%
29 1,416,323 奈   良 26 9 34 18 60 15 1.513 8 56.7%
14 8,837,640 神奈川 143 1 224 4 367 4 1.483 9 61.0%
38 1,459,988 愛   媛 11 18 36 17 47 19 1.150 10 76.6%
13 12,677,921 東   京 83 3 307 2 390 3 1.099 11 78.7%
15 2,419,889 新   潟 6 21 60 13 66 14 0.974 12 90.9%
21 2,104,361 岐   阜 21 10 32 19 53 18 0.899 13 60.4%
40 5,055,777 福   岡 33 7 90 8 123 8 0.869 14 73.2%
41 862,547 佐   賀 6 22 14 30 20 27 0.828 15 70.0%
1 5,605,531 北海道 20 11 108 6 128 7 0.816 16 84.4%

30 1,028,424 和歌山 3 24 20 24 23 25 0.799 17 87.0%
22 3,793,153 静   岡 15 15 61 11 76 12 0.716 18 80.3%
16 1,109,205 富   山 1 31 19 25 20 26 0.644 19 95.0%
25 1,387,110 滋   賀 2 25 23 21 25 22 0.644 20 92.0%
20 2,189,094 長   野 9 20 27 20 36 20 0.587 21 75.0%
23 7,296,527 愛   知 18 13 98 7 116 9 0.568 22 84.5%
44 1,206,174 大   分 5 23 12 31 17 29 0.503 23 70.6%
36 804,849 徳   島 1 33 10 33 11 35 0.488 24 90.9%
18 818,975 福   井 1 34 10 34 11 34 0.480 25 90.9%
31 603,987 鳥   取 1 37 7 40 8 40 0.473 26 87.5%
11 7,078,131 埼   玉 30 8 54 14 84 11 0.424 27 64.3%
8 2,971,798 茨   城 14 16 18 27 32 21 0.385 28 56.3%
4 2,354,992 宮   城 2 26 23 22 25 23 0.379 29 92.0%

12 6,077,929 千   葉 13 17 47 15 60 16 0.353 30 78.3%
7 2,080,186 福   島 1 32 19 26 20 28 0.343 31 95.0%

32 736,882 島   根 1 38 6 44 7 42 0.339 32 85.7%
24 1,867,696 三   重 2 28 15 28 17 30 0.325 33 88.2%
26 2,644,075 京   都 2 27 22 23 24 24 0.324 34 91.7%
39 789,688 高   知 0 43 7 41 7 41 0.317 35 100.0%
47 1,368,137 沖   縄 0 41 12 32 12 32 0.313 36 100.0%
46 1,742,965 鹿児島 0 40 15 29 15 31 0.307 37 100.0%
45 1,148,414 宮   崎 1 36 8 39 9 39 0.280 38 88.9%
17 1,171,791 石   川 0 42 9 38 9 38 0.274 39 100.0%
43 1,835,909 熊   本 2 30 9 36 11 36 0.214 40 81.8%
9 2,015,105 栃   木 2 29 10 35 12 33 0.213 41 83.3%
6 1,207,513 山   形 0 44 7 42 7 43 0.207 42 100.0%

10 2,019,297 群   馬 1 35 9 37 10 37 0.177 43 90.0%
2 1,423,425 青   森 0 45 7 43 7 44 0.176 44 100.0%
5 1,134,033 秋   田 0 46 5 45 5 45 0.157 45 100.0%
3 1,374,699 岩   手 1 39 2 46 3 46 0.078 46 66.7%
19 881,071 山   梨 0 47 1 47 1 47 0.041 47 100.0%

127,805,594 合   計 835 2,518 3,353 0.937 75.1%

石綿による肺がん、中皮腫労災認定件数
（都道府県別、期間別の件数、対人口100万人・年当り件数と順位）



関西労災職業病 2007.6;No.370



関西労災職業病 2007.6;No.370



関西労災職業病 2007.6;No.370

表
１
　
健
康
リ
ス
ク
調
査
　
各
地
域
結
果
の
概
要

表
１
　
健
康
リ
ス
ク
調
査
　
各
地
域
結
果
の
概
要

表
１
　
健
康
リ
ス
ク
調
査
　
各
地
域
結
果
の
概
要

表
１
　
健
康
リ
ス
ク
調
査
　
各
地
域
結
果
の
概
要

表
１
　
健
康
リ
ス
ク
調
査
　
各
地
域
結
果
の
概
要



関西労災職業病 2007.6;No.370

毎日新聞　2007 年5月29 日朝刊
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朝日新聞　2007 年5月29 日朝刊
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神戸新聞　2007 年6 月30 日朝刊
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表１　脳・心臓疾患の労災請求・認定件数
2002年 2003年 2004年 2005年 2006年

請求件数 819 742 816 869 938
決定件数 785 708 669 749 818

支給決定件数 317 314 294 330 355
不支給件数 468 394 375 419 463

未決定等件数 34 34 147 120 120
請求件数 355 319 335 336 315
決定件数 379 344 316 328 303

支給決定件数 160 158 150 157 147
40.4% 44.4% 43.9% 44.1% 43.4%認定率

うち死亡

脳・心臓疾患

表２　精神障害等の労災請求・認定件数
2002年 2003年 2004年 2005年 2006年

請求件数 341 447 524 656 819
決定件数 296 340 425 449 607

支給決定件数 100 108 130 127 205
不支給件数 196 232 295 322 402

未決定等件数 45 107 99 207 212
請求件数 112 122 121 147 176
決定件数 124 113 135 106 156

支給決定件数 43 40 45 42 66
33.8% 31.8% 30.6% 28.3% 33.8%認定率

うち死亡

精神障害等



関西労災職業病 2007.6;No.370

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・



関西労災職業病 2007.6;No.370

「人民の声」2007年05月31日
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「人民の声」2007年05月31日

ヨス、イ・ジェビン建設労働者の石綿肺がん労災認定し、
建設労働者石綿総合対策を樹立せよ

今日、2007日韓石綿シンポジウムに参加した韓国と日本の団体は、韓国政府にヨス地域
建設労組イ・ジェビン労働者の石綿肺がん労災認定と建設労働者石綿総合対策樹立を強く
求めるものである。
音なき殺人道具である石綿により、全世界的で毎年9万名が死亡している。石綿消費に
おいて世界10位の韓国の場合、85%近くが建設現場で使用され、2006年建設現場に対する
実態調査においては、調査対象の90%で石綿建築材が確認された事がある。実際建築現場
だけではなく、地下鉄現場、造船業現場で、石綿に一番直接的に曝露しているのが建設労
働者だ。しかしこの間、重層請負構造の中、建設労働者は石綿に対する何らの情報なしに、
石綿シートを掛けて寝たり、何らの保護具なしに働いて来た。また日雇い雇用という短期
雇用構造の中、健康診断を含めた諸般の労働保護制度から疏外されて来た。
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ヨス産業団地で約17年間仕事をして来た鳶職イ・ジェビン(50歳)労働者の場合も、足
場を設置し解体する過程で、石綿が含まれている保温材等の粉じん現場で、使い捨てマス
ク一つなく仕事をして来た。また、いわゆるプラント現場のシャットダウン (定期保全工
事)期間には、機械撤去及び配管パイプライン撤去作業を主にしながら、パイプに残って
いる保温材などをそのまま吸い込むように被って仕事をして来た。このような過程で遂に、
2006年肺がん3期Aという青天の霹靂のような判定を受けることになったのである。しか
し疫学調査過程で、ヨス産業団地で2004年まで石綿関連製品が使われたことが確認された
にもかかわらず、韓国政府は労災申請1年余り経つが、イ・ジェビン労働者の労災を認め
ていない。雇用記録、作業記録などが残っておらず、業務との連関性が弱いというのが、
その主な理由だ。韓国政府が石綿に関した労災認定において、このような態度を続けるの
であれば、石綿の85%以上が使われた建設現場で労災認定を受けることができる建設労働
者が、果してどれだけいるのか?これは石綿使用を勧奨しながら、もう一方では作業環境
測定、健康診断、石綿管理手帳発給など、全ての分野において建設現場と建設労働者を放
置して来た政府の二重三重の無責任さを完全に度外視する行いである。
私たちは、対外的にはILO国際石綿協約批准などを大大的に広報しながら、実際の石綿
による肺がん発生建設労働者の労災認定に顔を背ける、韓国政府の二重性を強く糾弾する
ものである。イ・ジェビン労働者への労災認定の可否は、韓国政府が公布している石綿に
関した総合対策樹立の実質的な意志を計れるバロメーターだ。韓国政府はイ・ジェビン建
設労働者の労災を直ちに認め、最も深刻に石綿に曝露している建設労働者の石綿関連総合
対策を樹立せよ。
2005年日本では、クボタショック以後大大的な石綿に関する市民社会団体の闘いが展開
された。2007日韓石綿共同シンポジウム参加団体と構成員は、イ・ジェビン労働者の労災
が認められないのであれば、国内、国際的な連帯闘争を展開することを厳肅に宣言するも
のである。
2007年5月19日　

全国労働安全衛生センター連絡会議の機関誌「安全センター情報｣は、運動・行政・研究な
ど各分野の最新情報の提供、動向の解説、問題提起や全国各地・世界各地の状況など、

他では得られない情報を満載しています。
●1 部：800 円　●購読会費：１部年額10,000 円

●申し込み：全国安全センターTel:03-3636-3882/Fax:03-3636-3881E-mail:
joshrc@jca.apc.org http://www.jca.apc.org/joshrc/
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